
第 11 期 決 算 公 告

自 2023年４月 １日 

至 2024年３月 31日 

PayPay 証券株式会社 

東京都千代田区内幸町二丁目 1 番 6 号 

（代表）03-6447-4915 



金 額 金 額

7,269,954 136,095 

8,690,000 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 136,095 

顧 客 分 別 金 信 託 8,690,000 27,529 

794,419 9,345,264 

商 品 有 価 証 券 等 564,679 顧 客 か ら の 預 り 金 8,168,795 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 229,740 そ の 他 の 預 り 金 1,176,469 

289 939,207 

314,312 50,573 

583,357 727,240 

712 3,800 

7,805 8,000 

50,836 11,237,711 

296,376 

29,931 78,816 

1,121,575 78,816 

19,159,572 11,316,527 

0 

0 

0 7,895,620 

0 100,000 

0 29,799,040 

0 13,075,000 

0 16,724,040 

52,574 △22,003,419 

10,000 △22,003,419 

42,574 繰 越 利 益 剰 余 金 △22,003,419 

52,575 7,895,620 

19,212,147 19,212,147 

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

貸　借　対　照　表
(2024年３月31日 現在)

(単位：千円)

科 目 科 目

現 金 ・ 預 金 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

預 託 金

約 定 見 返 勘 定

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 預 り 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

未 払 金募 集 等 払 込 金

短 期 差 入 保 証 金

支 払 差 金 勘 定 未 払 法 人 税 等

受 入 保 証 金

建 物

株 主 資 本

前 払 金

前 払 費 用

特 別 法 上 の 準 備 金

未 収 入 金

金融商品取引責任準備金

未 収 収 益

負 債 合 計

立 替 金

資 本 金無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 負 債 計

器 具 ・ 備 品

有 形 固 定 資 産

( 純 資 産 の 部 )

流 動 資 産 計

そ の 他 の 流 動 資 産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 差 入 保 証 金

固 定 資 産 計 純 資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

資 本 準 備 金ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

そ の 他 資 本 剰 余 金そ の 他

利 益 剰 余 金



(単位：千円)

1,986,731 

679,606 

1,235,546 

71,578 

7,734 

1,978,997 

6,376,745 

1,231,230 

932,971 

731,703 

2,440,646 

56,510 

509,848 

473,834 

△4,397,748 

265 

265 

10,883 

10,883 

△4,408,365 

552,611 

9,054 

543,557 

△4,960,976 

△143,035 

△4,817,941 

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 損 失 ( △ )

雑 損

経 常 損 失 ( △ )

特 別 損 失

金融商品取引責任準備金繰入れ

減 損 損 失

営 業 外 費 用

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

取 引 関 係 費

人 件 費

不 動 産 関 係 費

事 務 費

減 価 償 却 費

租 税 公 課

そ の 他

営 業 損 失 (△ )

営 業 外 収 益

雑 益

純 営 業 収 益

損  益  計  算  書
(自 2023年４月１日  至 2024年３月31日)

科 目 金 額

営 業 収 益

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

金 融 費 用

受 入 手 数 料



個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成 18 年法務省令第 13 号）の規定のほか「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）、及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49

年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則・平成 29 年２月９日付最終改正）に準拠して作成しておりま

す。 

記載金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券 

時価法を採用しております。 

２. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

３. 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

 ただし、平成 28 年４月１日以後に取得した建物並びに附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物   ６年 

器具・備品 ４年～10 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

４. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

５. 準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他取引等に関して生じた事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46

条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条に基づき準備金を積み立てております。 



６. 収益及び費用の計上基準 

受入手数料は主に以下の項目であり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

システム利用及び保守等の運用サービスにつきましては、サービスを提供すると同時に顧客により

便益が消費され、当該履行義務が充足されるため、一定期間にわたり収益を認識しております。 

顧客の株式や投資信託の購入代金の決済に係る送金・振替手数料につきましては、入金時点（一時

点）で収益を認識しております。 

 

７. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨建金銭債権債務は、期末日の直近為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

② 約定見返勘定の会計処理 

約定見返勘定は、「トレーディング商品」に属する商品有価証券等の売却及び買付に係る

約定代金相当額を、取引約定日から受渡日までの間経理処理する当該「トレーディング商

品」の見合勘定であり、相手先に関係なく、借方の金額と貸方の金額を相殺して計上して

おります。 

③ グループ通算制度の適用 

当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しております。また、実務対応報告 42 号 

に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の処理並びに

開示を行っています。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１. その他の流動資産 

 取次証券会社へ預けている有価証券取引に係る決済用資金を計上しております。 

２. 有形固定資産の減価償却累計額   47,533千円 

３. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、みずほ銀行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

極度額           1,500,000千円 

借入実行残高             － 

差引額           1,500,000千円 

４.関係会社に対する金銭債権     251,208千円 

５.関係会社に対する金銭債務     948,951千円 

  



（損益計算書に関する注記） 

１.関係会社との取引高 

営業収益             608,589 千円 

販売費・一般管理費        1,530,943 千円 

２.減損損失に関する注記 

  当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

東京都千代田区 本社及び事業用資産 建物 

器具・備品 

ソフトウェア 

ソフトウェア仮勘定 

1,674 

38,360 

437,401 

66,120 

  計 543,557 

当社の事業はオンライン証券事業に関する単一事業であることから、本社及び事業用資産は原則として

一つの資産グループとしております。 

事業計画の見直しにより、会計上の残存耐用年数以内での投資額の回収が困難と考えられるため、当事

業年度において帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

回収可能価額は、いずれの資産も使用価値に基づき将来キャッシュ・フローの見積りによって算定して

おり、回収可能価額を零として評価しております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１. 当事業年度末における発行済み株式の種類及び総数 

普通株式    187,312 株 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はございません。 

３. 配当に関する事項 

該当事項はございません。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産発生の主要因は、税務上の繰越欠損金でありますが、その全額について評価性引当額を計上

しております。 

  



（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、個人投資家に対して有価証券取引及び有価証券関連 CFD 取引を主とした金融商品取引サ

ービスの提供を行っております。当社が提供する金融商品取引サービスは、顧客との間で自己が

取引の相手先となって取引を行うため、取引の都度、有価証券及び有価証券関連 CFD のポジショ

ンが発生します。それらのポジションの価格変動リスクを低減するため、取引規模に応じたポジ

ション額を定め、カウンターパーティーとの間で適宜カバー取引を行っております。また、当社

は日々の証券業務を円滑に行えるよう流動性の高い銀行預金等を潤沢に保有しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

イ．信用リスク 

当社の保有する金融商品には顧客からの預り金等を信託銀行に預託した顧客分別金信託が

あります。その顧客分別金信託は安全性を重視して運用されていますが、運用先の信用リス

クに晒されています。また、当社は金融商品取引業者との間でデリバティブ取引を行う際、

保証金の差入を行う場合があり、差入先の信用リスクに晒されています。 

ロ．市場リスク 

当社は上記のとおり、顧客との間で自己が取引の相手先となって取引を行っておりますので、

その保有している有価証券等は時価の変動及び外国為替相場の変動リスクに晒されていま

す。 

ハ．流動性リスク 

当社はカウンターパーティーとの間でカバー取引を行う際、保証金の差入を行う場合があり、

流動性リスクに晒されています。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

当社では、各リスクに対し、社内規程に基づき随時モニタリングを実施しております。業務部で

は顧客との取引によって生じた有価証券の適正なポジションをモニタリングしており、経理部で

は日々、自己資本規制比率を算出し、また資金繰り表を作成するなどして業務上必要な資金を予

測し、手許流動性の確保を行っております。 

  



２. 金融商品の時価等に関する事項 

2024 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 
貸 借 対 照 表 計 上 額 

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

① 商品有価証券等 564,679 564,679 ― 

資産計 564,679 564,679 ― 

デリバティブ取引    

① 上場デリバティブ取引 △3,299 △3,299 ― 

② 有価証券関連CFD 取引 136,520 136,520 ― 

イ．トレーディング商品 136,598 136,598 ― 

ロ．トレーディング商品 △78 △78 ― 

③ 外国為替証拠金取引 △39,575 △39,575 ― 

デリバティブ取引計 93,644 93,644 ― 

 （※）１． 現金・預金、預託金、短期差入保証金、その他の流動資産、顧客からの預り金、その他の預

り金、受入保証金は時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。 

２．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、△で示しております。 

３．各取引において、「イ」は顧客とのデリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を、「ロ」

は主にヘッジ取引を目的としたカウンターパーティーとのデリバティブ取引によって生じ

た正味の債権・債務を表しております。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法、インプットの説明及びデリバティブ取引に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つの

レベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

  



資産 

① 商品有価証券等 

上場株式（上場投資信託を含む）等は相場価格を用いて評価しております。上場株式（上場投資信

託を含む）等は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

① 上場デリバティブ取引 

 上場デリバティブは相場価格を用いて評価しております。上場デリバティブは活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。 

区分 種類 
契約等(千円) 時 価 

(千円) 
評価損益 
(千円) 

 うち1年超 

市場取引 

株価指数先物取引     

売建 463,092 － △3,299 △3,299 

買建 － － － － 

合計 － － △3,299 △3,299 

 

  



② 有価証券関連 CFD 取引 

取引の対象商品となる株価指数に係る上場デリバティブ及び上場株式（上場投資信託を含む）等

の相場価格を用いて評価しております。上場デリバティブ及び上場株式（上場投資信託を含む）等

は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

イ． 顧客との取引（トレーディング商品） 

取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。 

区分 種類 
契約等(千円) 時 価 

(千円) 
評価損益 
(千円)  うち1年超 

市場取引 
以外の取引 

株価指数CFD取引     

売建 1,216,958 － △79,651 △79,651 

買建 1,358,447 － 202,274 202,274 

日本株CFD取引     

売建 315,990 － 4,557 4,557 

買建 70,768 － 9,418 9,418 

合計 － － 136,598 136,598 

ロ． カウンターパーティーとの取引（トレーディング商品） 

取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。 

区分 種類 
契約等(千円) 時 価 

(千円) 
評価損益 
(千円)  うち1年超 

市場取引 
以外の取引 

日本株CFD取引     

売建 10,213 － △189 △189 

買建 20,574 － 110 110 

合計 － － △78 △78 

③ 外国為替証拠金取引関係 

外国為替は外部の情報会社が提供する相場価格から通貨間の金利差調整を行い評価していること

から、その時価をレベル 2 の時価に分類しております。 

カウンターパーティーとの取引（外国為替証拠金取引差金） 

取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。 

区分 種類 
契約等(千円) 時 価 

(千円) 
評価損益 
(千円)  うち1年超 

市場取引 
以外の取引 

外国為替証拠金取引 
売建（米ドル） 

1,426,642 － △39,575 △39,575 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

１.親会社及び法人主要株主等

種類 
会社等の名

称 
所在地 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
ソフトバン

ク㈱

東京都 

港区 
214,394 通信業 

被所有 

直接 

30.60 

間接 

35.40 

株式引受先 

（注）2 
新株の発行 1,353,600 － － 

その他

の関係

会社 

PayPay㈱ 

（注）3 

東京都 

千代田区 
94,179 

コマース

事業

被所有 

直接 

35.00 

株式引受先 

（注）2、

証券取引に

係る資金決

済取引 

新株の発行 6,556,000 － － 

証券取引に

係る資金決

済取引 

－ 

（注）4 
未収入金 59,042 

－ 

（注）4 

その他の

預り金 
540,344 

その他

の関係

会社 

みずほ証券

㈱ 

東京都 

千代田区 
125,167 証券業 

被所有 

直接 

34.00 

株式引受先 

（注）2 
新株の発行 2,090,400 － － 

(注)1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注)2.新株の発行は、当社の行った第三者割当てによる増資（普通株式）を 1 株につき 100,000 円で引き受けたも

のになります。 

(注)3.当事業年度の株式の引受に伴い種類を親会社の子会社からその他の関係会社へ変更しております。なお、集

計期間につきましては、期首から期末までの 1 年間の取引をその他の関係会社として開示しております。

(注)4.反復的かつ多額の資金決済取引であるため、取引金額については期末残高のみを開示しております。 

２. 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権

等の所

有(被所

有)割合

(%) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 

PPSC インベス

トメントサー

ビス㈱

東京都 

千代田

区 

10 

ＰａｙＰ

ａｙポイ

ント運用

サービス

事業

所有 

直接 

100.0 

システム利

用及び保守

等の運用サ

ービスの提

供 

（注）2 

業務受託収入

の受入 
607,787 未収収益 22,575 

(注)1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注)2.取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、関連のない会社との取引と同様に決定し

ております。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１. １株当たり純資産額 42,152円23銭

２. １株当たり当期純損失金額 26,063円77銭
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